
水道法３９条に基づく立入検査結果の概要

２－（３）水道事業者等への指導監督について

水道法３９条に基づく立入検査結果の概要
（平成２１年度）

検査対象は厚生労働大臣認可の水道事業者・水道用水供給事業者。
数字は検査において法令不適合事項が認められ 文書指摘による改善指導を行 た割合

健康診断

数字は検査において法令不適合事項が認められ、文書指摘による改善指導を行った割合。
平成21年度は51事業者へ検査を実施し、14事業者へ対し合計29件の文書指摘を行った。
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水質検査の信頼性確保に関する取組について

水道事業者等にとって 安全かつ清浄な水の供給を確保することが最も基本的な責務水道事業者等にとって、安全かつ清浄な水の供給を確保することが最も基本的な責務
であり、状況に即応した水質の管理が不可欠

検査義務  「水道事業者等は、定期及び臨時の水質検査を行わなければならない。」
 「水道事業者等は、自らが必要な検査施設を設けるか、地方公共団体の機関又は

厚生労働大臣の登録を受けたもの（登録検査機関）に委託すること」

登録検査機関制度

 昭和52年水道法改正で水質検査委託制度導入（当時は地方公共団体の機関又
は指定検査機関（公益法人に限定））は指定検査機関（公益法人に限定））

 平成10年から、指定検査機関に営利法人参入が可能に。
 水質検査機関の登録制度は、平成15年の水道法改正より導入。
 平成21年度末で、登録検査機関数：218機関、年々増加。
 一方で 水質検査の信頼性を低下させる不正行為も発覚 一方で、水質検査の信頼性を低下させる不正行為も発覚。

前回部会（平成22年2月2日）において、水質検査料金の行き過ぎた価格競争や登録検査
機関の水質検査の信頼性に関して議論に機関 質検 頼 関 議論

ブ「水質検査の信頼性を確保に関する取組検討会」を5月から開催し、パブリックコメント
を経て11月に報告をとりまとめ



水道事業体の水質検査の委託に関する課題

登録検査機関に委託する水道事業体を対象に 精度管理や検査内容の確

水道事業体の水質検査の委託に関する課題

登録検査機関に委託する水道事業体を対象に、精度管理や検査内容の確

認状況、契約形態、緊急時の水質検査、委託料金等について調査結果から以

下の課題が判明。

○ 登録検査機関の主な選定理由として、価格面や立地面を重視。水道GLP等を

取得した信頼性が高い登録検査機関を選定する水道事業体は少ない。

○ 登録検査機関以外の施設保守管理会社や水質分析機関等に委託する事例

等契約形態が適切ではない。等契約形態が適切ではない。

○ 水質検査の結果の確認について、水質分析の成績書の提出だけを求め水質

検査の内容自体を把握していない。

○ 登録検査機関の選定や委託後において精度管理の状況を把握していない○ 登録検査機関の選定や委託後において精度管理の状況を把握していない。

○ 水質検査の委託契約の中で、緊急時の水質検査の取り決めがない。

○ 委託費用について、水質検査の実施に必要なコストを見込むことが困難な程

の低廉な価格で業務を委託している。

水質検査の信頼性確保に向けた関係者が取り組むべき姿勢

基本的なスタンス基本的なスタンス

 水道事業者等は、水質検査を自ら実施する場合も、委託する場合も、水質検査の結果に責任。
 水道事業者等は、原水の水質汚染や水道施設の事故等が発生した場合にも水質検査を含めた水質管理

体制の確保が不可欠。
 水道事業者等が登録検査機関に委託する増加する状況にあることを踏まえ 水質検査の信頼性を確保す

関係者が取り組むべき姿勢関係者が取り組むべき姿勢

 水道事業者等が登録検査機関に委託する増加する状況にあることを踏まえ、水質検査の信頼性を確保す
るための関係者が一体となって取組が必要。

 登録検査機関に対する登録・更新時の適切な審査や指導及び監督
 水道事業体に対する指導及び監督 水質管理上の支援や助言

国

 水道事業体に対する指導及び監督、水質管理上の支援や助言

適切な指導・監督適切な指導・監督適切な指導・監督適切な指導・監督
技術的な支援技術的な支援

 登録検査機関の水質検査の適切な業務委
託と検査結果の確認

水道事業者

 水質検査体制の整備、適切な検査の実施

登録水質検査機関適切な委託適切な委託

結結正しい結果正しい結果

水道関係団体や都道府県による中小水道事業体 の技術的な支援

関係者

水道関係団体や都道府県による中小水道事業体への技術的な支援
水質検査の共同化、管理体制の一体化等水道事業体間の取組



今後の国の取組について

検討会報告を受けて 水質検査の信頼性を確保するため 水道法施行規則の改正

規則改 等 る適切な委託 確保 書 契約 適切な委託料 迅速な検

検討会報告を受けて、水質検査の信頼性を確保するため、水道法施行規則の改正
や通知等により、以下の具体的措置を講じる。

水道事
業者等

 規則改正等による適切な委託の確保（書面契約、適切な委託料、迅速な検
査、検査内容確認、臨時検査の実施等）
 通知による適切な業務発注の確保（適切な特記仕様書や費用積算、精度

管理状況の把握 低入札価格調査等の活用 落札業者の積算確認）
業者等
の委託

管理状況の把握、低入札価格調査等の活用、落札業者の積算確認）
 日本水道協会等と連携した入札条件例、特記仕様書例、チェックリスト、標

準歩掛りの作成・配布及び研修事業の実施

登録検
査機関

 規則改正等による水質検査の適正化（検査法告示や標準作業書による検
査実施、再委託禁止、試料採取や運搬方法の明示）
 検査法告示に定めるべき要素の技術的な検討（試験開始迄の時間、検量

査機関
の水質
検査

線濃度範囲・点数、空試験実施、標準試料の差し込み分析等）
 規則改正等による登録申請時や更新時の審査の充実（検査区域、業務規

程の検査料金・受託上限、保存書類（検査結果の根拠書類、検査工程毎の
時刻等）の追加、受託実績）

国が実
施する調

 登録検査機関への日常業務確認調査の技術的な検討（調査方法、調査対
象機関及び調査結果の評価）

施する調
査

機
 外部精度管理調査の見直しの技術的な検討（是正措置の不十分な機関を

明確にする階層化評価）

今後の水質基準等見直しについて

厚生労働科学研究や食品安全委員会答申、ＷＨＯの動向など、

新たな科学的知見に基づき 検討しているところ新たな科学的知見に基づき、検討しているところ

H22.12 厚生科学審議会生活環境水道部会で審議
（水質基準項目）
トリクロロエチレン

（0.03mg/l）

食安委評価や水道水寄与率（７０％）から、現行評価値を
0.01ｍｇ/lに強化。薬品基準、資機材・給水装置の材質（浸出
性） も 基準を強化

（水質基準項目）

性）についても、基準を強化。

（水質管理目標設定項目）

トルエン(0.2mg/l) 食品安全委評価結果から、現行評価値を0.4mg/lに変更。

農薬類 食品安全委答申を踏まえた目標値の変更 （ペンシクロン、メタラキシ
ル ブタミホス プレチラクロール）ル、ブタミホス、プレチラクロール）

（要検討項目）

過塩素酸 JECFAに示された暫定最大1日耐用摂取量を用いて、評価
値を25μg/Lに設定。




